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（social business）は，1999 年に OECD が国際機関として初めての報告書を世に送り出
して以来 10 数年，世界中に拡大し続け，いまや「主流化」（OECD 2009, p.3）しつつあ
る．Lipietz（2001）は，この現象を経済のグローバル化の一方で進展する「サードセ





導き，後にノーベル平和賞を受賞した Muhammad Yunus である．しかし，「ソーシャル
ビジネス」，「ソーシャル・エンタープライズ（social enterprise）」，「社会的起業家（social 
entrepreneur）」等，様々な呼び方がなされていることからも，未だ普遍的な定義は存在




視しているという特徴がある（カーリン 2008）．中でも，代表的論客である Dees（1998, 
p.60）は，純粋に商業的な企業と慈善的な非営利組織との連続体（continuum）として
ソーシャル・エンタープライズを位置づけ，「営利」と「非営利」のハイブリッド性に










効用」「社会的統合」を目的とし，「もうひとつの」生き方，働き方の実現を目指す（ ibid.）．  









イタリアの協同組合研究から派生した EMES（The Emergence of Social Enterprise in 
Europe）研究ネットワーク 4では，非営利組織（non-profit organization，以下 NPO とい
う）と協同組合のクロスロードにソーシャル・エンタープライズを位置づけ，「経済的」














さて，日本においては 2000 年以降，事業型 NPO，コミュニティビジネス，社会的起
業家，ソーシャルビジネスといった様々なコンセプトが，現実の事業者の台頭ととも
に普及しているが，塚本・土屋（2008, pp.61-62）は，この理由を（1）1998 年に制度
                                                   
4 EMES（The Emergence of Social Enterprise in Europe）Project は，1996 年より欧州委員会
（European Commission）の資金を得て開始し，ソーシャルビジネスに関する国際会議や国際研
究を行う EMES European Research Network 形成の基礎となった．  
   
 3 
化された NPO 法人（特定非営利活動法人，以下 NPO 法人という）制度，（2）世界共
通現象としての NPO の商業化，（3）地方分権化と民営化の進行，（4）協同組合におけ
る変化，（5）企業の社会的責任（corporate social responsibility，以下 CSR という）への
関心，の 5 つに整理している．  
まず谷本（2006a, pp.8-10）によれば，NPO は，（a）寄付やボランティアをベースに
した慈善型 NPO，（b）企業や政府の活動を監視・批判するアドボカシー型 NPO，（c）
プロのスタッフが有償で社会的サービスを提供する事業型 NPO の 3 つのパターンに大
別でき，「社会的課題に取り組む NPO の中でも実際に商品・サービスを提供する活動
にかかわる事業型 NPO を社会的企業の 1 つのタイプ」として位置づけている．  
 次に NPO 台頭の影響を受けた協同組合 5では，1995 年にワーカーズ・コレクティブ
ネットワークが発足するなど新たな動きが見られ，藤井（1999, p.178）は「市民性」と
「専門性」をキーワードに市民事業組織に社会的企業の源流を見ている．この類型は，
労働統合型社会的企業（Work Integration Social Enterprise，以下 WISE という）論へと
発展した（藤井他 2013）．また日本の協同組合・社会的経済の系譜を辿った今田（2014）
は，ソーシャル・インクルージョンの観点から「雇用から排除されている人々に対し









































Defourny and Nyssens（2006, pp.3-5）によれば，ソーシャルビジネスに関する研究は，
1993 年にハーバード大学ビジネス・スクールで開講された Social Enterprise Initiative
に端を発し，これまで欧米を中心に研究が進められてきた．それらを大別すると（1）
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ビジネスモデルに関する研究，（2）統計的研究，（3）制度，（4）担い手に関する研究




ット組織として把握した Dees（1998），資金とサービスの流れから 9 つの基本モデルを
考案した Alter（2007），日本では前述した谷本（2004; 2006a）の事業型 NPO 論，藤井
（1999）の市民事業組織論，藤原（2009）の Profit and Mission 統合論，藤井他（2013）
の日本型 WISE 論などがこれにあたり，多くのケース・スタディが実施されている（塚
本・山岸 2008, 馬頭・藤原 2009, 渋川他 2010, 大室 2011, 塚本・関 2012, 谷本 2014, 渋
川 2015）．  
次に，（2）統計的研究は，ソーシャルビジネスがセクターとして果たしている経済
的貢献や労働力などに焦点を当てる．この分野では，EMES 研究ネットワークが EU 加
盟 15 ヵ国において共通の枠組みで実施した国際比較調査（Borzaga and Defourny 2001）
が橋頭保を築き，労働市場への統合調査 8（Nyssens et al. 2006）や欧州 31 ヵ国での実態
と政策調査（Heckl et al. 2007）等，その後世界各地の研究機関が EMES スキームを活
用した統計調査を実施している．またイギリス北東部ティーズサイド大学未来社会研
究所では，委託に対する意向調査（Chapman et al. 2007a）や能力開発調査（Chapman et 
al. 2007b）等，独自の研究成果をあげている．  
続いて（3）制度に関しては，コミュニティ利益会社（community interest company）
等，イギリスの社会的企業政策に関する研究が多くの研究者によって進められ（塚本
他 2007; 渋川 2007; 中島 2008），その他，イタリアの社会的協同組合研究（田中 2004）
や韓国の社会的企業支援政策（石井 2010）等，特に 2000 年代に活発に行われてきた．
それが 2000 年代後半からは，社会的ファイナンス分野への関心が高まり，NPO 融資状
況（小関 2008），NPO バンク事例（木村 2009），欧米のコミュニティバンク（唐木 2006），
ソーシャルインパクト・ボンド（Social Impacet Bond，以下 SIB という）（勝又・塚本
2012, 明治大学非営利・公共経営研究所 2015）と大きく研究が展開されている．  
最後に，（4）「起業家アプローチ」（塚本・土屋 2008, p.62）と呼ばれるリーダー個人
                                                   
8 WISEs（Work Integration Social Enterprises）Project は，EMES を形成する EU11 ヵ国で 2001
から 3 年間実施された．  















の特性やリーダーシップを取り扱う研究も盛んに行われている（土肥 2006, 石田 2009, 
























































































 続く第 5 章と第 6 章は，基盤強化の諸課題について取り上げる．まず第 5 章では，
中間支援組織（ intermediary）に着目し，欧米の先進事例も参考にしながら，評価や財
務統計を活用したソーシャルビジネスの基盤強化の有効性について，LogFrame によっ
て評価を試みる．第 6 章では，社会人力の視点から起業家教育の教育効果を測定する．  
最後に終章において，本論文の成果と残された課題について公益学の見地から省察
する． 




















で述べたとおり，1990 年代末に EMES 研究ネットワークが設定した基準が，その後多
くのソーシャルビジネス研究のガイドラインとして利用されていることから，本章に
おいても，分析対象の設定に際して EMES 基準を援用する．   





                                                   




資金を確保することは，NPO 法人の趣旨にも合致している」と評価している．  










組合，起業助成金受託企業などから EMES 基準を最低 7 つ満たす組織を選別し，郵送
ならびに電話によって， NPO 法人と同様の事業所基本情報や収入実態に関するアンケ
ート調査を行った．なお調査期間は，2009 年 5 月 1 日から 5 月 31 日で，有効回答は
98 社である．  
 




山形県内の NPO 法人が提出した 2007 年度における事業報告書等によれば，NPO 法
人 260 団体中，収入規模が 500 万円を超えているものは全体の 46.9％にあたる 122 団
体であり，一定の収入規模を有するこれら NPO 法人を，今回の調査対象とする（図表
1）．これに，アンケート回収した NPO 法人以外の 98 社を加えた 220 団体を，本章で
は山形県のソーシャルビジネスとして認識し分析する．  
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図表 2 が示すように，山形県のソーシャルビジネスの組織形態は，NPO 法人が 55.5％，
次いで営利法人 17.7％，個人事業 7.7％，組合 5.5％，LLP（有限責任事業組合）1.8％
















 次に事業内容を示したのが，図表 3 である．ソーシャルビジネス全体では，「保健・
医療・福祉」の 42.3％を筆頭に，その後「産業振興」23.2％，「地域活性化・まちづく
り」13.6％，「環境保全」7.7％，「子どもの健全育成」5.5％と続く．ただし，NPO 法人
とそれ以外とで区分すると大きな差異が認められる．NPO 法人では 6 割以上を占める









LLP（有限責任事業組合） 4           1.8%
組合 12         5.5%
個人事業 17         7.7%
営利法人 39         17.7%
NPO法人 122        55.5%
その他 26         11.8%
経常収入合計 220        100.0%
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（N=220）
団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比
保健・医療・福祉 76 62.3% 17 17.3% 93 42.3%
環境保全 11 9.0% 6 6.1% 17 7.7%
地域活性化・まちづくり 9 7.4% 21 21.4% 30 13.6%
子どもの健全育成 7 5.7% 5 5.1% 12 5.5%
学術・文化・芸術・スポーツ 7 5.7% 2 2.0% 9 4.1%
産業振興 5 4.1% 46 46.9% 51 23.2%
社会教育 4 3.3% 1 1.0% 5 2.3%
国際協力 2 1.6% 2 0.9%
中間支援 1 0.8% 1 0.5%
合計 122 100.0% 98 100.0% 220 100.0%
全 体NPO法人以外NPO法人














県庁所在地である山形市など人口 5 万人以上 30 万人未満の自治体であり，小市町村は






図表 4 山形県のソーシャルビジネスの分布 
中小都市：人口 5 万人以上 30 万人未満の自治体  




構成比 団体数 団体数 団体数 構成比
中小都市 658,686            55.8% 77 50 127 51.0% 1.93             
小市町村 380,440            32.2% 37 33 70 33.7% 1.84             
過疎市町村 142,097            12.0% 8 15 23 15.3% 1.62             










法人に限られていたために，収入規模 500 万円以上のいわゆる事業型 NPO 法人の財務
データから分析を試みる．  
図表 5 によれば，山形県の事業型 NPO 法人が獲得した経常収入の合計は 35 億 394
万円であり，1 団体の平均は 2,872 万円である．事業内容別では，「保健・医療・福祉」
が全体の 68.5％の収入を得ており，その経済規模は約 24 億円である．NPO 法人以外へ
の単純な推計は慎重になるべきではあるが，仮に団体数に事業分野別の収入平均を乗
じると，セクター全体で約 52 億円の規模になると想定できる．  
 










組織の規模ごとに，収入構造を分析したのが図表 6，図表 7 である．山形県の事業型





保健・医療・福祉 2,399,220,527        68.5% 31,568,691       
環境保全 122,771,622          3.5% 11,161,057       
地域活性化・まちづくり 129,090,407          3.7% 14,343,379       
子どもの健全育成 142,743,893          4.1% 20,391,985       
学術・文化・芸術・スポーツ 383,930,072          11.0% 54,847,153       
産業振興 63,431,130            1.8% 12,686,226       
社会教育 134,025,830          3.8% 33,506,458       
国際協力 108,698,793          3.1% 54,349,397       
中間支援 20,031,809            0.6% 20,031,809       
合計 3,503,944,083        100.0% 28,720,853       
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（N=122、単位：円）
小規模 中規模 大規模 合計 構成比
会費・寄付金 73,095,520            117,666,166               5,205,101              195,966,787       5.6%
補助金・助成金 112,795,282          147,955,381               106,068,604          366,819,267       10.5%
事業収入 487,200,395          1,833,418,681            575,553,856          2,896,172,932     82.7%
その他 7,710,608              20,301,574                16,972,915            44,985,097         1.3%































小規模：年間収入 500 万円以上，2,000 万未満の団体  
中規模：年間収入 2,000 万円以上，1 億円未満の団体  
大規模：年間収入 1 億円以上  
出所：筆者作成  
 





























は経常収入が 500 万円以上の事業型 NPO 法人が 40 団体存在していたが，5 年後にそれ
ら団体の収入と資産がどう変化したかを示したのが，図表 9 である．経常収入，正味
財産がともに増加したのは，全体の 45％にあたる 18 団体であるのに対し，双方減少し
たのは 30％の 12 団体で，ソーシャルビジネスとして持続的に成長することの難しさを
数値上も示している． 
 

























































ーズサイド大学未来社会研究所の取組み（Chapman et al. 2007a, 2007b）のように，欧





























































品などに対する企業の社会的責任（corporate social responsibility，以下 CSR という）が
                                                   
10 介護サービスにおける組織形態の違いによる会計情報の相違については，大原他（2003）及
び大原他（2004）が検討を行っている．  
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クローズアップされ始めた 1960 年代末である．Estes の「社会的インパクト報告書」，
Abt Associates の「社会的・財務的貸借対照表および損益計算書」，Linowes の「社会・
経済活動報告書」など新しい社会的会計システムが次々と考案された（Blake et al. 1976; 














ラインを示すために，社会価値を測定する試みが活発化した（Gonella et al. 1998）．し
かしながら，この時期のアプローチは，財務諸表を補完するだけのものにとどまり，
会計と呼べる類のものではなかった（Richmond et al. 2003, p.309）．その後，21 世紀に
入りこの分野の学術的研究および実践的活用の両面で大きな進展をみせるが，Tuan
（2008, pp.10-13）によれば，これら取り組みは以下 7 つに整理できる．  
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社会経済混合価値 ＝ 事業価値 ＋ 社会目的価値 － 負債






(projected value created in the future)
現在までの投資額









1990 年代末，Roberts Enterprise Development Fund （以下 REDF という）はサンフラ
ンシスコ・ベイ・エリアのソーシャルビジネスを対象に基礎研究を重ね，Social Return 
on Investment（社会的投資収益率，以下 SROI という）と名付けた社会価値測定手法を
開発した．SROI の計算式は，図表 10 で示すとおりである（REDF 2001）．まず事業価
値と社会目的価値を合算した社会経済混合価値を計算する．社会目的価値には，事業
を通じて実現できた公的資金支出の削減額や所得税の増加額などが含まれる．現在ま












                                                   
11 SROI では，過去の投資額や将来創出される価値を適正に計算するために，割引率（discount 
rate）を用いて現在価値に換算する（REDF 2001, p.40）．割引率について OTS（2009, p.67）は，
英国財務省の手引書（Green Book）を引き合いに 3％を例示している．  
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（4）Robin Hood 財団の便益‐コスト比率（Benefit-Cost Ratio）  






（5）Acumen 財団の BACO 比率（Benefit-Cost Ratio）  
Acumen 財団は，BOP（base of the pyramid）と呼ばれる世界中の低所得者を対象に，
水・健康・住居・エネルギーの 4 分野でサービスを提供するビジネスに対して，投資













（7）CHIP のインパクト‐コスト（Cost per Impacet）  計算  
Center for High Impact Philanthropy（以下 CHIP という）はペンシルベニア大学ウォー
トン校同窓生によって 2006 年に設立され，慈善家が寄付先を検討する資料センターで
ある．CHIP は高い寄付効果を導く測定ツールとして，期待されるインパクトに対する
コストの計算方法を開発した．   
 
 以上，Tuan（2008）による社会価値測定の類型に対して，Zappala and Lyons（2009, 
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pp.8-23）は，社会会計・監査（Social Accounting and Auditing），ロジックモデル（Logic 
Models），そして前述した SROI の 3 類型を示している．  
 
（8）社会会計・監査（Social Accounting and Auditing）  
社会的企業等の業績評価と管理の手法・プロセスである社会会計・監査は，Social 

















機関や NGO で使用されており，オーストラリア，カナダ，ニュージーランド，EU で
は政府開発援助を受ける組織は，この使用が義務化されている．本論文では第 3 章と
第 5 章で活用を試みる．  
 




   
 22 























賃金/所得プレミアム 社会的企業と産業標準の賃金水準の格差 中度 補助金 収入



























2－3 SROI への関心の高まり  
 
これまで様々な社会価値の測定・評価手法が試みられたが，近年多くの取り組みに












非営利組織に適用するとともに（Richmond et al. 2003），ボランティア役務を金額化し
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社会的インパクト ＝ 事業の成果 － 死荷重・帰属性・置換効果
(impact) (outcome) (deadweight, attribution, displacement)
社会的投資収益率
SROI
(social return on investment)
社会的インパクト合計
＝




た（Quarter et al. 2002）．  
他方，イギリスの非営利シンクタンクである New Economics Foundation（以下 NEF
という）は，2002 年から REDF の協力を得て，より実務的で利用しやすい SROI の開
発に取り組み，2007 年と 2008 年に運用ガイドラインを発行した（Lawlor et al. 2008, p.3）．
これを受けて 2008 年，SROI の国際的なネットワーク組織 SROI Network12が設立され，
イギリス内閣府（Cabinet Office）の Office of the Third Sector13（以下 OTS という）やス
コットランド自治政府とともに，官民協働による SROI Project と呼ばれる 3 ヵ年のプ
ロジェクトを立ち上げ，SROI フレームワークの標準化と明確化が図られた（OTS 2009, 
p.7）． 
 そこで SROI Network（2011）のフレームワークを，3 つの特徴である貨幣価値換算，
手順（ステークホルダー参加型評価），ロジックモデルの活用の順にみていく．  
 まず貨幣価値換算の計算式を図表 12 に示す．  
 







出所：SROI Network（2011）より筆者作成  
  
 図表 10 の REDF による SROI 計算式と見比べた場合，REDF の混合価値（blended value）
に相当するのが，社会的インパクト（ impact）である．大きな違いは，図表 12 では社
会的インパクトを算出するとき，アウトカムから死荷重（ deadweight ），帰属性
                                                   
12 SROI Network は，2015 年 5 月 Social Value International と Social Value UK として再編された
（ socialvalueuk.org サイトより）  ．  
13 2010 年英国総選挙により，労働党から保守党・自由民主党連立政権への交代に伴い，OTS
は Office for Civil Society に名称変更された．さらに予算も 2 億 2,700 万ポンド（2009 年度）か
ら，5,600 万ポンド（2014 年度）に縮小されている（Third Sector 2013）．  
 






SROI の原則を体現したものといえる．  
 次に，ステークホルダー参加型評価として特徴づけられる SROI の手順について，  















められる（ ibid., pp.20-26）．これは SROI 評価の目的が，社会価値を最大化するため
に必要なステークホルダーとの共通基盤を構築すること，ステークホルダーとの対
話によって，彼らが事業デザインに関与する機会を提供することに起因している．  
ステークホルダー参加型評価については，前述の通り Social Audit Network が考案
した社会会計・監査（Social Accounting and Auditing，以下 SAA という）でも基本的
なフレームワークとされており，両者は相互に影響しあってきた．そこで SROI と
SAA の類似点と相違点を整理しておく（図表 13）．  
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SROI
（Social Return On Investment）
SAA


































































































出所：SROI Network（2013）より一部抜粋して筆者作成  
 
 続いて SROI の 3 つ目の特徴であるロジックモデルの活用について概説する．ロジッ
クモデルとは，前述した LogFrame のように「資源投入（ Inputs）」→「活動（Activities）」
→「産出（Outputs）」→「成果（Outcome）」→「インパクト（ Impacts）」の因果関係に
焦点をあてたフレームワークである．主に政府開発援助に関わる行政機関や NGO で活











































用され，一般的にプロジェクトの概要は PDM（Project Design Matrix）としてまとめら
れる．他方 SROI ではインパクト・マップと名づけられた社会価値算出レポートを作成
する（図表 14）．これはステークホルダーごとに Inputs，Outputs，Outcome を確認・
評価して記述するが，基本的なフレームワークはロジックモデルと同様である．  
 近年 SROI 分析は，国内外で導入が増えている．海外では英国ヒースロー空港の第 3
滑走路建設による地域社会への環境的・社会的インパクト分析（伊藤・山口 2012, p.69）
や国内では，日本マイクロソフト被災地支援「東北 UP プロジェクト」（2013），日本マ















出所：SROI Network（2011）  
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 このような指摘に対して，西村（2012, pp.185）は，若者就労支援の IT 講習プロジェ
クトを対象とした SROI 分析を踏まえ，「明確な経済面以外の生活面・精神面に関わる
社会的成果をどう指標化するか，どのような代理変数によって貨幣化することができ








庁経済研究所 1999; 内閣府経済社会総合研究所 2008; 同  2009）や，ミクロ指標とし









児など家事労働に関するものが全 9 項目中 8 項目で中核を占め，ボランティアでの社会活動は
補足的な扱いとなっている．  































 Quarter et al.（2002, p.41）によれば，ソーシャル・アカウンティングは「組織がコミ
























































る．この社会価値計算書の構造を示すと，図表 15 の通りである．  
 





































Richmond et al.（2003, p.312）によれば，社会価値は（1） 顧客への直接的便益，（2） 
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合理性や測定可能性の観点から，正確な金額を見積ることは容易ではない．そのため，
アメリカの非営利組織会計基準である FASB（Financial Accounting Standards Board，以
下 FASB という）では，財務会計基準書第 116 号（FASB 1993, par.9）において，「（a）
非財務的な資産を創出し，あるいは価値を高め，（b）特殊な熟練を必要とするもので
（中略），もしそれが寄付されない場合には購入する必要がある」ときに，サービスの
寄付（contributed services）として認識するとしている 16．  
また，カナダでも勅許会計士協会が，ボランティアについてアメリカと同様の会計


















ンティアによる成果を測定する手法」（馬場  2013, p.174）が，今まさに求められており，




























（National Council for Voluntary Organisations）が毎年発行する『イギリス市民社会統計
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 ボランティア（一般） 1,210円  国交省公共工事設計労務単価(軽作業員)×0.7÷7時間
 ボランティア（学生） 714円  最低賃金
 国交省設計業務委託等技術者単価(日額)÷7時間(技師B・技師C)
 国税庁民間給与実態統計調査÷厚労省勤労統計調査
















































 ここまで議論してきた，社会便益及び社会費用の測定方法をまとめると，図表 17 に
示す通りである． 
 







































の社会便益が 1,760 万円と算出された． 
最後に第三段階として，ボランティア及び自己負担経費による社会費用を，業務内
容ごとに未認識社会価値の欄に転記する．かたくりの会の事例では未認識の社会費用
は 819 万円であった．先ほどの未認識の社会便益 1,760 万円から，この 819 万円を差し
引いた 940 万円が，かたくりの会が産出した社会余剰となる．  
そして，収支計算書（A）と未認識社会価値（B）の各勘定を合算したものが「社会
価値計算書」（A+B）となる．かたくりの会では，総社会投入 4,258 万円から総社会産
















配食サービス委託 6,078,159 0 6,078,159
介護保険事業 23,513,788 373,950 23,887,738
２．地域福祉の増進（地域）
助け合い活動 6,455,094 14,664,910 21,120,004
ふれあい工房 1,052,040 1,132,560 2,184,600
普及啓発事業 0 638,256 638,256
３．団体の運営資金（組織）
会費・寄付金 475,572 380,000 855,572
助成金収入 1,000,000 0 1,000,000
事務総務 444 411,192 411,636
総社会産出 38,575,097 17,600,868 56,175,965
II. 社会費用
１．配食サービス
人件費 2,653,940 0 2,653,940
材料費 1,560,285 105,000 1,665,285
その他 1,269,188 0 1,269,188
２．介護保険事業
人件費 17,343,190 373,950 17,717,140
管理運営費 6,003,715 0 6,003,715
３．助け合い活動
人件費 4,236,612 5,260,711 9,497,323
その他 360,475 0 360,475
４．ふれあい工房 0 1,132,560 1,132,560
５．普及啓発 0 638,256 638,256
６．一般管理費
人件費 0 411,192 411,192
地代家賃 209,968 0 209,968
旅費交通費 148,126 0 148,126
通信費 27,728 0 27,728
教育研修費 8,525 0 8,525
除雪費 0 200,000 200,000
その他 566,997 75,000 641,997
総社会投入 34,388,749 8,196,669 42,585,418





























































































福祉事業に取り組む 2 つの NPO 法人と，1 つの有限会社を事例として社会価値計算書




訪問介護サービス（営利法人 62.6％，社会福祉法人 21.0％，医療法人 5.9％，NPO 法人 5.7％，
協同組合 2.7％）や，小規模多機能型居宅介護（営利法人 45.8％，社会福祉法人 31.4％，医療
法人 13.2％，NPO 法人 6.9％，協同組合 1.6％）のように，小資本で参入できるサービスに限っ
ては，NPO 法人もある程度のシェアを有している．  
   
 41 
名称 NPO法人かたくりの会 NPO法人ほほえみサービス米沢 有限会社ヴィーヴル
所在地 山形県高畠町 山形県米沢市 山形県米沢市









































なお，本章において分析対象とする収支額及びボランティア時間は，2008 年 4 月 1
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ステークホルダー インプット アウトプット アウトカム
利用者 サービスの利用 体力の維持・増進 より健康な暮らし
ボランティア サービスの提供 認知症の予防 家族や地域の負担の回避










































業における社会便益と社会費用の測定方法をまとめると，図表 21 のようになる． 
 









                                                   













































かたくりの会では，この移動の所要時間が 277 時間あったため，37 万円（図表 25.1, 
a-1）の未計上の社会便益を新たに認識できた．  
 










おり , 1 時間当たり 3,000 円前後の料金を利用者から受け取っている．そこで本章では，
調査対象事業者が作成した業務日報から，低償で提供される生活援助サービスの従事
時間を集計し，市場価格である 2,910 円を掛けて社会便益を計算した．  
その結果，かたくりの会では，生活援助サービスを年間 4,440 時間提供しており，こ
れに市場価格 2,910 円をかけた社会便益は 1,292 万円に相当するが，実際に回収できた
のは 355 万円に留まり，差額の 937 万円（図表 25.1, a-2）が未認識の社会便益となる．  
次に，ほほえみサービスでは，生活援助サービスに年間 1,237 時間従事しており，こ
の市場価格は 360 万円に相当する．これから実際の回収額 148 万円を差し引いた 212
万円（図表 25.2, b-3）が，未認識の社会便益として算出できた．  
最後にヴィーヴルは，年間 382 時間の生活援助サービスを行い，46 万円を回収でき
ていたため，未認識の社会便益は 65 万円（図表 25.3, c-2）に留まった．  
 
（3）  助け合い活動（移動サービス）  
 通院等の移動の介助に加え，買い物への送迎などを行う，いわゆる移動サービスも，
助け合い活動の一環として NPO 法人などが提供している．国土交通省（2006）により，
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このようなサービスの料金は市町村が設置する運営協議会で決定され，目安としてタ
クシー料金の概ね 2 分の 1 以内が示されている．  
本章の調査対象事業者では，かたくりの会がこのサービスを提供しており，同一町
内では 800 円，町外に移動する場合は 1,100 円の利用料金が設定されている．この料金
は，タクシーを利用する場合には，前者は 2 倍，後者は 3 倍の料金を必要とする．そ
こで実際の利用料金 290 万円と，これに相当するタクシー料金 820 万円との差額 530
万円（図表 25.1, a-3）を追加すべき社会便益として計上する．   
 







 ほほえみサービスでは，障がい者を雇用することにより，公的扶助を 41 万円削減で
きたものの，雇用支援として別の補助金 30 万円を受け取っていたために，その差額 11
万円と，ボランティア人件費相当額 32 万円を加えた計 43 万円（図表 25.2, b-2）が未
認識の社会便益となる．  
ヴィーヴルの障がい者雇用による公的扶助の削減額は年間 93 万円で，ボランティア
人件費相当額 46 万円を合わせ 139 万円（図表 25.3, c-1）が社会便益に計上できる．  
 




人件費相当額 15 万円（図表 25.2, b-4）をスキル向上効果として，社会便益及び社会費
用に認識する． 
 
（6）  上記以外のボランティア役務，自己負担経費  
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円 円 円 円 円
人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額
介護保険 遠距離在宅 277 373,950 373,950 373,950
生活援助 4440.5 5,994,675 5,994,675 2,664,300 3,330,375
移動サービス 2894.75 3,502,648 3,502,648 1,572,312 1,930,336
ふれあい工房 3 936 1,132,560 1,132,560 1,132,560
普及啓発 各種協議会 1 104 386,256 2 105 252,000 638,256 638,256
理事会 8 64 153,600 153,600 153,600
定時総会 8 64 153,600 153,600 153,600
視察対応 1 28 103,992 103,992 103,992
1 132 490,248 8 233 559,200 4717.5 6,368,625 3 3830.75 4,635,208 12,053,281 4,236,612 7,816,669
雑費（香典） 25 75,000 75,000 75,000
材料費（配食） 7 105,000 105,000 105,000
除雪費 1 200,000 200,000 200,000





































その結果をまとめたのが，図表 22～図表 24 で示すボランティア集計表である．なお，
ボランティア人件費相当額については，馬場（2009b）に基づいて，NPO 代表は 3,714
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円 円 円 円 円
人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額
助け合い 生活援助 25 1,237 1,669,950 1,669,950 1,113,300 556,650
介護保険 デイサービス 7 120 145,200 145,200 145,200
ヘルパー実習 4 208 148,512 148,512 148,512
普及啓発 各種協議会 1 18 66,852 1 16 38,400 105,252 105,252
障がい者雇用 4 240 324,000 324,000 324,000
理事会 8 24 57,600 57,600 24,000 33,600
定時総会 8 24 57,600 57,600 57,600
18 66,852 64 153,600 29 1,477 1,993,950 7 120 145,200 4 208 148,512 2,508,114 1,137,300 1,370,814
自己負担経費 旅費交通費 1 27,000 27,000 27,000























円 円 円 円 円
人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額 人数 時間 金額
助け合い 生活援助 12 381.5 515,025 515,025 343,350 171,675
青空市 4 208 251,680 251,680 251,680
障害がい雇用 3 339 457,650 457,650 457,650



















NPO代表 プロジェクト責任者 専門職（ヘルパー） ボランティア
















年間 312 時間，のべ 936 時間行っていることから，一般ボランティア単価 1,210 円をか
けた 113 万円がこの社会便益となる．また，地域福祉の普及啓発活動には，代表者が
104 時間，主任クラス 2 名が延べ 105 時間無償で従事しており，このボランティア役務
は 64 万円に相当する．さらに理事会，総会，視察対応の事務総務に関わるボランティ
ア役務代は 41 万円である．その他，利用者家族への香典料 8 万円や，給食の材料 11
万円，除雪費 20 万円の計 38 万円が自己負担で購われており，これらを合わせた便益
は 256 万円（図表 25.1, a-4）にのぼる．  
ほほえみサービスのデイサービスでは，7 名のボランティアが芸や演奏を披露して利
用者とのふれあいを図っている．これらの延べ時間は 120 時間で，一般ボランティア
単価 1,210 円を乗じた 15 万円の社会便益がうまれる．また，かたくりの会と同様，代
表者が 18 時間，主任クラス 1 名が 16 時間費やした普及啓発活動の役務が 11 万円，理
事会等の事務総務に関わる役務は 9 万円，自己負担の旅費は 3 万円で，これらの社会
便益を合計すると 37 万円（図表 25.2, b-1）になる．  
ヴィーヴルは 4 名のボランティアの協力を得て，地域の人と施設利用者が交流を育
   
 48 






介護保険事業 373,950 373,950 a-1
　生活援助 12,921,855 3,552,400 3,330,375 9,369,455 a-2
　移動サービス 8,198,149 2,902,694 1,930,336 5,295,455 a-3
　ふれあい工房 52,040 1,132,560 1,132,560 a-4
　普及啓発 638,256 638,256 a-4








自己負担経費 380,000 380,000 a-4
合計 21,120,004 6,507,134 8,196,669 17,600,868






介護保険事業 145,200 145,200 b-1
　公的扶助削減額 405,000 300,000 0 105,000
　雇用支援 324,000 324,000
障がい者雇用 405,000 300,000 324,000 429,000 b-2
　生活援助 3,599,670 1,484,400 556,650 2,115,270 b-3
　ヘルパー実習 148,512 148,512 b-4
　普及啓発 105,252 105,252 b-1
助け合い活動 3,599,670 1,484,400 810,414 2,369,034
　理事会 33,600 33,600
　定時総会 57,600 57,600
総務 91,200 91,200 b-1
　旅費交通費 27,000 27,000
自己負担経費 27,000 27,000 b-1
合計 4,004,670 1,784,400 1,397,814 3,061,434





25.3 である．  
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障がい者雇用 936,000 457,650 1,393,650 c-1
　生活援助 1,110,165 457,800 171,675 652,365 c-2
　青空市 251,680 251,680 c-3
助け合い活動 1,110,165 457,800 423,355 904,045
合計 2,046,165 457,800 881,005 2,297,695



















る便益 37 万円（a-1）に加え，生活援助サービス 937 万円（a-2）と移動サービス 530


















１．事業サービス 円 円 円 円 円 円 円 円 円
(1)介護保険事業 29,591,947 373,950 29,965,897 54,660,446 145,200 54,805,646 18,707,069 0 18,707,069
(2)自立支援事業 0 0 0 0 0 0 25,012,910 0 25,012,910
(3)福祉関連事業 0 0 0 428,520 429,000 857,520 17,234,303 1,393,650 18,627,953
(4)助け合い事業 7,507,134 16,435,726 23,942,860 1,484,400 2,369,034 3,853,434 596,119 904,045 1,500,164
２．団体の運営資金
会費・寄付・助成 1,476,016 791,192 2,267,208 1,000,985 118,200 1,119,185 0 0 0
総社会産出 38,575,097 17,600,868 56,175,965 57,574,351 3,061,434 60,635,785 61,550,401 2,297,695 63,848,096
II. 社会費用
人件費 24,233,742 7,816,669 32,050,411 38,896,567 1,370,814 40,267,381 26,991,983 881,005 27,872,988
管理費その他 10,155,007 380,000 10,535,007 16,409,955 27,000 16,436,955 34,963,935 0 34,963,935
総社会投入 34,388,749 8,196,669 42,585,418 55,306,522 1,397,814 56,704,336 61,955,918 881,005 62,836,923
社会余剰 4,186,348 9,404,199 13,590,547 2,267,829 1,663,620 3,931,449 △ 405,517 1,416,690 1,011,173
NPO法人かたくりの会 NPO法人ほほえみサービス米沢 有限会社ヴィーヴル
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ろ，820 万円の社会費用が認識された．つまり，かたくりの会の未認識の社会余剰は，
社会便益 1,760 万円と社会費用 820 万円の差である 940 万円に上った．  
次に，ほほえみサービス（図表 25.2）について，助け合い活動（生活援助サービス）
は 212 万円（b-3），障がい者の雇用効果 43 万円（b-2），教育効果 15 万円（b-4），デイ
サービスや普及啓発，事務総務等 37 万円（b-1）の合計 306 万円が，未認識の社会便益
である．他方，未認識の社会費用は，140 万円となった．ほほえみサービスの未認識の
社会余剰は，社会便益 306 万円と社会費用 140 万円の差である 166 万円である．  
最後にヴィーヴル（図表 25.3）の未認識な社会便益は，障がい者の雇用効果 139 万
円（c-1），助け合い活動（生活援助サービス）が 65 万円（c-2），青空市や事務総務 25
万円（c-3）が 230 万円で，未認識社会費用は 88 万円であった．ヴィーヴルの未認識の
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図表 28 社会価値指標の比較  
出所：青木・馬場（2010） 
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持されない地点であり，1/2 以下では，有償労働とボランティア労働が逆転することか
ら，かたくりの会の 2/3 程度がぎりぎりの下限と想定される．  
 

























（8）  助け合い活動比率  
地域における相互扶助を目的とした助け合い活動が占める割合であり，「コミュニテ





















































































者であっても，その約 55％が 3 年後の利用の見込みについて「利用したい」と回答し
ていることが判明した．また利用したことがない者で，その理由として「信用できな
い」と答えた者の多くは，「公的な認証のなさ（61.5％）」と「事業継続の不安（30.8％）」





                                                   






ン（行動パターン変革等），（4）公共政策と社会計画の 4 つを指摘している．  












ステークホルダーと積極的にかかわりあうプロセス」（関 25 2011, pp.39-40）と定義さ
れる．この概念は，企業の社会的責任に関する国際規格である ISO26000の作成交渉に
おいて，日本産業界の提案に盛り込まれたもので，歴史的には，企業の社会的，経済
的，環境的影響を監視，評価する「社会的・倫理的な会計・監査・報告（Social and Ehical 















                                                   
25 関は， ISO26000 規格の作成交渉において，日本産業界代表エキスパートを務めた．  









社会監査（social audit）という用語を，企業の CSR を会計学の応用によって如何に
取り扱うかの問題を意味する言葉として用いたのは，Bauer and Fenn（1973）であり（亀
井 1977，pp.57-58），SEAAR に関する最初の理論的ガイドラインと位置づけられる．
Bauer and Fenn（ ibid., p.38）によれば，社会監査とは「社会に影響を与える企業活動の
中で，重要かつ明確な事項について，システム的に評価，報告する作業」であり，取
り扱うべき内容は，（1）対象，（2）評価項目，（3）基準，（4）データ収集，（5）質保
証の 5 項目から構成される．そして，彼らが研究した会社の中で，唯一 Abt Associates26











その後も，Linowes による社会・経済活動報告書（Blake et al. 1976, pp.290-296）など
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発展的な取り組みがみられたが，オイルショックの影響により不況が深刻化するのに




に注目すべきは，1994 年に開始した国連環境計画（United Nations Envionment Programme，
以下 UNEP という）と SustainAbility Ltd. による企業の持続可能性報告書に関する共同







数々の成果をあげている．加えて UNEP は，1997 年にアメリカの非営利組織である the 
Coalition for Environmentally Responsible Economies（CERES）とともに， Global Reporting 
Initiative（以下 GRI という）を創設し，組織の経済的，環境的および社会的パフォー
マンス報告の国際的フレームワーク「Sustainable Reporting Guideline」を作成した（GRI
ウェブサイト）．第 1 版は 2000 年 6 月に公表され，現在第 4 版（GRI 2013）まで発行
されている．  
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クホルダーの能動的な関与を引き出すことに成功した（Gonella et al. 1998）．この方向
性をさらに強めたのが，イギリスの非営利シンクタンク NEF と NEF が創設した国際的
シンクタンク Institute of Social and Ethical AccountAbility28（以下 AccountAbility という）
で，ステークホルダー・エンゲージメントを SEAAR の中核に位置付けた（Paton 2003, 
                                                   
28 1995 年設立した非営利団体で，NEF の開発局長 Simon Zadek 氏が，初代代表に就任．サス
テナビリティ報告書の保証基準となる AA1000 の最初の基盤基準を 1999 年に発表した．  
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p.56）．AccountAbility が AA1000 と名付けた持続可能性報告書の保証基準は，ヨーロッ
パで広く採用され，日本では富士フィルム（川原 2006）や東芝（2006）など大企業の
一部で本格的な採用がされている．また前章で述べたように，ステークホルダー参加
型評価は Gonella et al.（1998）以降に進展をみせた社会会計・監査（Social Accounting and 








そもそも企業は，どうして SEAAR に取り組むのだろうか．Gonella et al.（1998, 
pp.16-18）によれば，その目的は（1）経営者の論理，（2）公益の論理，（3）価値変




































新しい成功の評価軸をもとめる者も現れている（ ibid.）．  
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ステークホルダー 評価項目 指　標 企業名
内部研修に充てる費用 The Body Shop
自社がよい研修を提供しているという認識 Co-operative


































3－2 内容設定 ―評価項目，指標― 
 
次に企業は，社会的業績の何をどう評価，監査すればよいだろうか．この問いは，
Bauer and Fenn（ ibid.）が重要課題としてあげた（1）対象，（2）評価項目，（3）基準，
（4）データ収集，（5）質保証の設定をどうするかを，検討することでもある．特に重








までの SEAAR アプローチで，考案された評価指標を示したのが図表 31 である．  
 













出所：Gonella et al. （1998, pp.29）をもとに筆者作成 
 















クである AccountAbility が SEAAR の質保証基準（ ISEA 1999, p.18）として示した
AA1000 のプロセスモデルである．その特徴であるステークホルダー・エンゲージメ








を指摘している．図表 32 で示すのは，AA1000 のプロセスモデルであり，以下，概説
する（ ISEA 1999, pp.27-31）．  






















































しに関わることが包含される（ ISEA 1999, pp.27-31）．以上が SEAAR の質保証基準
AA1000 のプロセスモデルの概略である．  
 
ここまで SEAAR のフレームワークを，目的設定，内容設定，プロセス設定の順でみ






ゲージメントについてフォローした． AA1000 を開発した ISEA は，その適用範囲に関
して，大企業から小規模企業まで，単一拠点の会社から多国籍な会社まで，営利企業
から公的機関そして NPO まで，導入を希望するおよそすべての組織のニーズと要求に
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 分析対象として取り上げるのは，愛知県名古屋市に所在する名古屋 NGO センタ （ー以
下 NNC という）である．採用の理由として，（1）日本国内の非営利セクターでは SEAAR
への関心がまだ少ない状況下での先駆的な取り組みであること，（2）NNC は，これを
外務省による支援制度 29を得て実施し，その経験を他の事業者に広く伝えるロールモデ
ルの役割を果たしたこと，（3）NNC は東海地域の NGO のネットワーク組織として，









最初に NNC が SEAAR に着手することになった背景と課題を整理する．NNC の発展
経緯を組織面から整理したのが図表 33 で，事業面をまとめたのが図表 34 である．小
さな草の根 NGO の協議体として 1995 年 5 月に設立した NNC は，NGO 活動の支援を
本質的な設立目的としつつも，加盟 NGO からの会費収入だけに依拠できず，組織自体
の自立を図るために，行政委託を収入の中核として，年率 150％のペースで拡大を続け
てきた．設立から 5 年を経て，NNC は下記のような課題に直面していた．  
 
（1）ミッションの動揺  
設立当初は，名古屋地域の NGO の協力体制をつくることが NNC の主たる活動目的
であり，加盟する NGO 間には連合体として共通の目的意識があったが，その連帯感が
加盟 NGO の増加とともに希薄化している懸念が強まった．  
 
（2）共益団体から公益・社会的な団体への転換  
                                                   
29 外務省 NGO 活動環境整備支援事業 NGO 専門調査員制度  
30 独立行政法人国際協力機構（ Japan International Cooperation Agency）の略称．2003 年に特殊
法人国際協力事業団から移行する．2006 年に国際協力銀行の海外経済協力業務を承継する．  
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出所：発展プラン委員会の調査結果をともに，筆者作成（青木 2001a, p.21）  
 
 













出所：発展プラン委員会の調査結果をともに，筆者作成（青木 2001a, p.22）  
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4－3 実践 
4－3－1 基本方針 ―評価プロセスの設計― 
 
着任した外部調査員と NNC とが最初に着手したのは，評価プロセスの基本方針と工
程の設計である．これは，前節で紹介した AA1000 の I.計画段階に相当する．具体的に
は，以下の 3 つが検討課題となった．  
第一に，評価主体に関して，NNC は当初，外部調査員ひとりによる第三者評価のイ













れ，3 年計画の「発展プラン」作成を最上位に位置づけた．  




                                                   






ケーション，（ f）成果の達成時期と測定方法の設定で構成される（Drucker1990, pp.63-64）．  

































4－3－2 評価活動 ―発展プラン委員会の結成― 
 





成し，理事（加盟 NGO）3 名，監事（税理士）1 名，会員ボランティア 5 名，事務局ス


























































続いて NNC の組織評価と事業評価を行うために，運営にかかわる全 30 名に対して，
図表 37 に示す評価シートを用いて調査を行い，その結果を図表 38 のように集計した．
評価項目は，PCM（Project Cycle Management）分析 32など過去の評価に関する取り組み
を活かした評価軸を設定し，集計報告については，「評価みえ」による「市民による事
業評価システム 99」レーダーチャート（粉川・西川  1999）を参考にした．  
 
 
                                                   




1994 年に導入されている．  
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出所：筆者作成（青木 2001a, pp.26-27）  





出所：筆者作成（青木 2001a, pp.26-27）  





















































会費収入 対総支出 加盟NGO数 1,200,000 8% 35 10% 40 12% 45 13% 50
購読料 〃 賛助団体数 15,000 0.1% 3 1.3% 8 2.7% 10 3.3% 15




















































出所：筆者作成（青木 2001b, p8） 
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評価結果を基に，戦略的計画「発展プラン」を策定した NNC では，SEAAR の集大
成として，地域の様々なステークホルダーに働きかけて，自己の経験を共有し，NNC
と地域内の NGO の今後の方向性について議論する「全体方向性ミーティング」を企画









































ファニ憲章」 33を作成し，組織の中核に位置づけた．  
 また国内外で弱者の側に立ち，人間としての尊厳を守る活動をしている個人や事業




が強まった．   
主な評価指標として，「ステファニ・レナト賞」創設による弱者支援 NGO への顕彰
実績 3,000,000 円（2004 年～2014 年）．  
 
                                                   
33 NNC が 2002 年に制定した「名古屋 NGO センター憲章」の別称．NNC の初代理事長である
ステファニ・レナト氏の名前に由来する．5 つのビジョン，4 つの基本的な役割と 3 つの発展
的な役割，6 つの行動規範で構成されている（名古屋 NGO センター2002）．  
34 NNC 初代理事長として活躍し，2003 年 10 月東ティモールで交通事故でなくなったステファ
ニ・レナト氏の遺志を引き継ごうと，NNC が 2004 年に創設（名古屋 NGO センター2004）．  
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（3）価値変換の論理（革新性）からみた効果  
 ステークホルダー参加型評価を経て NNC は，「人材」を重視する運営にシフトした．
その代表的なものとして，次世代の NGO の担い手育成プログラム「NGO スタッフに
なりたい人のためのコミュニティ・カレッジ」がある．「N たま」と呼ばれるこの講座




ジ」受講者数（2002 年より開始，2006 年度実績 19 名）．  
 
 以上の結果をまとめると図表 40 になる．経済性の点で財政面の効果は限定的であっ
たものの，ソーシャルビジネス 3 要件全てにおいて効果を確認することができた．  
 










るだろう．」（ ibid.,p.30）と指摘されているが，事業型 NPO のような小規模のソーシ
ャルビジネスでは一層，時間と資源は大きな制約になるものと考えられる．  
経済産業省

















































 NNC では，それまでは他の多くの事業型 NPO と同様，ひとりのリーダーシップに依
拠した経営スタイルであったため，他の経営陣（理事）の関与が散漫で，かつスタッ
フは日々の業務が中心で対外的な視点を持つ経験が不足していた．経営組織の基本と

































以上の結果をまとめると図表 41 になる．  
 




































































































日本において中間支援組織の起源をみると，1990 年代に NPO 法制化を目指す国民的
運動の最中，当時主導的立場にあった日本ネットワーカーズ会議（1995）や市民フォ
ーラム 21（1996），日本 NPO センター（1997）等が，NPO 先進国である英米の調査研
究を行い，その報告書の中で中間支援組織の必要性が強調されたことが契機となって，
全国に急速に普及拡大した．日本 NPO センターのウェブサイトを調査した（2014 年
11 月 1 日時点）ところ，主に NPO 法人を支援対象とするものに限っても，全国に 397
団体の中間支援組織の存在が確認できる．また近年は，NPO 法人だけに留まらず，企
業や一般社団法人等，様々な形態のソーシャルビジネスを支援する中間支援組織も増
                                                   
35 内閣府によれば，中間支援組織について，必ずしも明確に規定された定義があるわけではな
いとしつつ，その機能，役割として，（a）資源（人，モノ，カネ，情報）の仲介，(b)ネットワ
ーク促進，（c）価値創出（政策提言，調査研究）が挙げられている（内閣府 2002a）．  

























グ業務を行う management support organization（以下 MSO という）は，（1）1960 年代




                                                   
36 一例として，一般社団法人ソーシャルビジネスネットワーク（2011 年 3 月法人登記）や，
一般社団法人 SR 連携プラットフォーム（2011 年 6 月法人登記）がある．  








ネスに対して厳しい視線が注がれたこと，政府が PPP（Public Private Partnership） 38の
考え方を採用し，補助から委託へと資金の流れが変わり，ソーシャルビジネスに対し
ても成果主義が求められるようになったこと等があげられる（青木 2001c, p.34）．  
またイギリスでは， 1997 年に始まる労働党ブレア政権が，「近隣地域再生戦略
（National Strategy for Neibourhood Renewal 2001）」や，「社会的企業―成功への戦略
（Social Enterprise: A Strategy for Success 2002）」の中で，行政とサードセクターとの協
働を推奨し 39，政府も自治体も意識的にソーシャルビジネスの育成を図り，その推進役
として中間支援組織の設立を後押しした．様々なソーシャルビジネスのネットワーク
化と行政との対話を促進する社会的企業連合（Social Enterprise UK40, 以下 SEUK とい
う）や，ロンドン都市圏での Social Enterprise London41（以下 SEL という）の設立等は，
その代表例である．  
以上，英米の事例では，中間支援組織の設立や発展の背景には，（1）政府によるソ














割に注目している（中島 2008）．  
40 Social Enterprise Coalition として設立し名称変更した．また，ネットワーク機能の他にも社
会的投資に関する調査研究や SROI に関する教育研修なども行っている（SEUK ウェブサイト）． 
41 SEL はブレア労働党政権の社会的企業政策と，東ロンドン地区の開発問題に対し，これにア
プローチ可能な組織に支援策を講じようとするロンドンバラカウンシルのスキームによって
設立された（小熊 2007, p.20）．  




（Abramson and McCarthy 2002）といった要因が確認できる．日本では，1998 年の特定
非営利活動促進法の施行による NPO 法人の誕生と，それら NPO 法人による介護保険





























バルなネットワーキング，からなる（日本ネットワーカーズ会議 1995）．  




支援型」の 3 類型に集約されていくと推測された（内閣府 2002a）．また吉田は，支援
パターンと設立パターンの二つの切り口から，前者については「活動領域特化型」と
「支援機能特化型」に，後者については，「事業発展型」と「本来型」とに類型化を試
みた（吉田 2004）．  
















































































































































を活用したミクロ的アプローチの二つに分類して整理を試みる．   
 
３ ケース・スタディ 










アメリカの地域的 NPO 財務統計分析の草分けは，1990 年ジョンズ・ホプキンス大学
政策研究所レスター・サラモン教授によるボルチモア都市圏の NPO 規模，収入源に関
する統計調査である（Salamon 1990）．続いてサラモン教授は，この調査から 7 年後の
1997 年，州レベルとしては初めての試みとなる NPO 実態調査分析を，メリーランド州
の中間支援組織であるメリーランド NPO 協議会（Maryland Association for Nonprofits, 
以下 MANO という）と共同で行った（Salamon 1997）．  
サラモン教授らの研究は全米的な関心を喚起し，翌 1998 年には，各州レベルで財務
データベースの構築を推進する一大プロジェクトへと発展した．このプロジェクトは，
アーバン・インスティテュートの全米チャリティ統計センター（National Center for 
Charitable Statistics，以下 NCCS という）と全米 NPO 協議会（National Council of Nonprofit 
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Associations，以下 NCNA という）が主導し，20 州の中間支援組織が参画した．実務上
は，NPO の事業報告書である IRS99043の財務データを収集し，統一の様式に調整した
上でデータベース化することが中心的課題となった（NCNA 2000）．  
他方，アドボカシー機能の強化に関しては，1999 年にインディペンデント・セクタ
ー（ Independent Sector，以下 IS という）が，Building Capacity for Public Policy（以下
BCAPP という）を開始したことで本格化した．このプロジェクトは，IS が，アドボカ
シー機能の強化を目指す各州の中間支援組織を 3 年間財政的に支援するという内容で，
総額 1 億ドルに及んだ（NCNA 2000）．アメリカではここに，全米規模の中間支援組織
である NCNA，NCCS，IS が，財務データベース構築とアドボカシー機能の両面におい
て，地方の中間支援組織を支援する体制が確立した．  
この仕組みによる地方での展開例として，ミネソタ NPO 協議会（Minnesota Council of 
Nonprofits，以下 MCN という）を取り上げる 44．MCN は，財務データと各種統計を用
いて NPO セクターの環境分析を行い，毎年『ミネソタ非営利経済報告書（ the Minnesota 









い歴史を持つ英国ボランタリー組織全国協議会（ National Council for Voluntary 
Organisations, 以下 NCVO という）が，1996 年から毎年，『ボランタリーセクター統計
年鑑（ the UK Voluntary Sector Almanac）』  を発行してきた．ここでの調査対象は，専
らチャリティ委員会（Charity Commission）により登録審査を受けたチャリティ団体で
                                                   
43 アメリカの NPO 法人は，法人格を取得しても自動的に課税免除とはならず，日本の国税庁
にあたる内国歳入庁（ IRS）の審査を受け，免税の承認を受けなければならない．また免税資
格を維持するには，毎年 Form990 による年次報告が義務づけられている．  
44 BCAPP ならびに MCN に関する記述は，MCN 事務局長 Jon Pratt 氏へのヒアリング調査によ
る情報に基づいている．  
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あり，法人格には関係がない 45．さらに 2008 年からは，『イギリス市民社会統計年鑑（ the 
UK Civil Society Almanac）』と名称を変え，対象範囲をサードセクターまでに拡大した
（NCVO 2008）．サードセクターには，従来の登録チャリティに加え，チャリティ資格
を持っていないコミュニティ利益会社（CIC）や協同組合等が幅広く含まれている．こ






Network North East や One Voice Tees Valley などの中間支援組織，さらにはリーズ・メ
トロポリタン大学とも連携し，北部イングランドのサードセクター統計分析を実施し
ている．組織規模や種類別に資金環境の変化への対応や，教育訓練との関係性につい
ても分析しているのが特徴である（Chapman et al. 2004; 2006; 2007a）．  
 
3－1－3 日本における展開 ―山形県の事例― 
 
続いて日本の状況について，山形県の事例を参考に概観する．2005 年，大阪大学内
に NPO 法人財務データベース委員会が設置され，国内では初めてとなる全国の NPO





                                                   
45 中島によれば，「登録チャリティのうち，その 1/3 は法人格を有していない．法人格の取得
が必要となった場合，これまで会社法の規定により保証有限責任会社（company limited by 
guarantee:CLG）としてチャリティ会社になることが現実的な対応であった．」しかし「中小規
模のチャリティであっても法人格の取得が現実的に可能」にするため，2012 年にチャリティ法
に基づくチャリティ法人（charitable incorporated organisation: CIO）が新設された（中島 2014, 
p.12-13）．  
46 Third Sector（2010）によれば，The GuideStar Data Services は，最初 GuideStar International
によって設立されたが，現在は印刷データ処理のスペシャリスト集団 Wilmington Group が所有
している．  
























































イド大学による調査項目は，図表 44 で示す通りである．  
                                                   
47 まちづくりと NPO 活動の支援を目的に 2004 年 4 月に設立される．以来，2013 年 4 月まで
の 9 年間，筆者が事務局長を務め，財務データプロジェクトを主宰した．  







資産の部 n/a 資産の部 n/a
負債合計 借入金 負債の部 借入金 負債の部 n/a
















































































































出所：a: 青木（2009），b: 経済産業省（2008），c: Chapman et al.（2006）を参考に

























ー，情報のいずれか，あるいはその組み合わせ」を指している（藤本 2001, p.6）．  
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検討している（渡辺 2007）．  
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認できる．  








 最後に，政策形成過程への影響力の行使がステージ 4 である．欧米では議員や議会
に対するロビイング活動が中心になるが，日本では審議会や委員会など行政が設置す
る政策検討会への参画を通じて行われることが特徴である．また，これまでは都道府

















中心に概観することとする．   
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である（青木  2001c）．その中でも，1995 年からワシントン NPO 協議会（Washington 
Council of Agencies，以下 WCA という）が開始したマネジメントアウォードは，その
後ワシントンポスト社の後ろ盾を得て，NPO マネジメント評価の橋頭保となり，ミネ
ソタのミッション・マネジメント・アウォードを始め全米に多くの影響を与えた 49．そ
こで筆者が行った調査 50をもとに，Washington Post Award for Excellence in Nonprofit 
Management（以下，ポスト・アウォードという）」の概要を説明する．なお 2005 年に
WCA は the Center for Nonprofit Advancement（以下 Center という）に名称変更している．  





務局長などいずれも NPO での経験と洞察を持つ人からなる．  
審査は 2 段階方式で行われ，まず応募の中から一次選考で 10 社に絞り，二次選考で
決勝に進む 5 社を選ぶ．決勝 5 社については，選考委員がチームを組んで NPO の現場
を訪問し，理事やスタッフによるプレゼンテーションを受けるとともに，ワシントン
ポスト社で行われる授賞式直前に各社 30 分の公開ワークショップを行うことになって
いる．一連の審査で用いられる評価基準を示したのが，図表 47 である．  
 
 
                                                   
49 1999 年，ワシントン DC 都市圏では，建設・不動産で富を築いたモルトン・ベンダー氏によ
るソーシャルビジネス向けの賞や，年間 45,000 ドル未満で働く NPO 事務局長を対象とした
Shayne アウォードも開始された．  
50 筆者は，1999 年 9 月から 2000 年 8 月までの期間，日米センターフェローとして WCA で在
外研究を行い，事務局長 Besty Johnson 氏，ポスト・アウォードの責任者である Susan Sanow 氏
とともに運営に携わり，参与観察する機会を得た．  













































る．なお Center では，歴代の受賞事業者の実践例や改善策をまとめた Winning Ways を






た．同州の中間支援組織である MANO が開発した Standards for Excellence 評価基準は，
図表 48 で示す評価項目を達成した事業者に，3 年間の認証を付与する仕組みになって
いる．認証事業者は，全米規模の巨大財団であるユナイテッド・ウェイの助成金申請
において，第一次審査を無条件で免除されるなど様々な優遇措置が講じられている．  




































他方ヨーロッパにおいては，第 2 章で述べたように SROI が，ソーシャルビジネス評
価の国際的な公式フレームワーク規格化を進めている．2015 年現在，45 ヵ国以上にメ
ンバーを有する Social Value International では，認定プラクティショナーが個別事業に
関する SROI レポートの妥当性について Assurance（保証）サービスを行っている（Social 
Value International ウェブサイト）．イギリスでは，2013 年から Public Service（Social Value）
Act（社会的価値法）の運用が始まり，「政府からの公的サービスを受託する全ての企
業に，その社会的インパクトの定量的評価を義務づけている」（伊藤・山口 2012, p.70）．
それに伴って SROI に対する関心が高まり，Social Value UK と NEF Consulting で数多く



























































































横浜市では 2005 年，公益財団法人横浜企業経営支援財団（以下 IDEC という）と横
浜市立大学 CSR センターが中軸となり，地域貢献企業認定制度を開始した．この制度
は，図表 50 で示す 10 の評価項目と地域性基準に基づき評価の PDCA サイクルの確立
を達成した企業に対して，外部専門家で構成する認定委員会で認定するものである（横

















































他方，NPO セクター内においても，NPO の質的な向上を図るべく，2007 年に「非営
利組織評価研究会」が発足し，3 年に及ぶ議論の末，2010 年に「エクセレント NPO 評
価基準」が完成した（図表 51）．  
 











出所：「エクセレント NPO」をめざそう市民会議（2010, p.19）  
 
この取りまとめを行った認定 NPO 法人言論 NPO 代表の工藤泰志氏は，「この評価基
準は日本で初めての体系だった評価システム」であり，NPO にとどまらず，公益関連
の団体や企業まで適応が可能」と述べている（「エクセレント NPO」をめざそう市民会
議 2010, p.6）．  
「エクセレント NPO」をめざそう市民会議では，理念に賛同し，エクセレント NPO
を目指す「宣言団体」を募集しているが，認定 NPO 法人言論 NPO 代表の工藤泰志氏
によれば，認証制度を求める声も多いという．また 2015 年 12 月現在，これまで三度
にわたるエクセレント NPO 大賞が開催され，積極的な普及活動が展開されている．  




























信用の獲得，の 4 段階に分けることができる．  
 




































































4－1 ロジックモデル（Logic Models） 
 




































































































































                                                   
52 USAID の LogFrame ではプロジェクト連鎖を Inputs，Outputs，Purpose，Goal とされている．  
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53 「新しい公共」円卓会議（2010, p.4）によれば，「新しい公共」とは「支え合いと活気のあ
る社会」を作るための当事者たちの「協働の場」である．そこでは，「国民，市民団体や地域































































                                                   
54 中小企業庁（2012）の統計調査によれば，2004 年～2006 年の事業所ベースの開業率は 6.4％，
廃業率は 6.5％である． 






























は，現代マネジメントの父と言われる Drucker である．Drucker が定義する起業家とは，
「変化を探し，変化に対応し，変化を機会として利用する者」（Drucker 1985）であり，










このテーマでの研究は，21 世紀に入って，Van Praag and Versloot（2007）によって
ようやく進められた．Van Praag and Versloot は，過去 12 年の実証研究 57 件のデータ
を活用し，起業活動が経済に与える効果を，(1)雇用創出，(2)イノベーション，(3)生産
性と成長，(4)個人の効用からなる 4 項目，87 指標で整理，分析を試みた．その結果，
起業活動は，影響を与える分野は特定されるものの，経済の成長に非常に重要な役割
を担っていることを学術的に証明した．  
その他，起業活動の国際比較研究である GEM は，1999 年以降毎年，世界の主要国
の起業活動に対する意識や行動に関する調査と，各国の経済環境，制度・政策，教育
等が起業活動に与える影響を評価し，報告書を発行している．2012 年の GEM 調査に







80 年代は 15 件だったものが，90 年代に 37 件に増え，2000 年代は最初の 5 年間だけで
も 27 件に上り，この 20 年間において起業家教育が実践的にも研究的にも大きな高潮
                                                   
55 1．予期せぬこと，2．ギャップ，3．ニーズ，4．産業構造の変化，5．人口構造の変化，6．
認識の変化，7．新しい知識の獲得である．  
56 1947 年ハーバード大学ビジネススクールでの特別講座を起源に，1953 年には Drucker がニ
ューヨーク大学で講座を始めた．1968 年にバブソン大学で初めてアントレプレナーシップの学
位が創設されると，1971 年には，南カリフォルニア大学で，アントレプレナーシップ専攻の
MBA が創設された（Koch 2003, Kuratko 2005）．  


































































































































れている（通商産業省 1998）．  
 




















国が 1998 年に初めて実施した起業家教育実態調査（通商産業省 1998）によると，日
本の起業家教育は 1986 年頃に開始し，調査時点では約 30 大学で講座が設置にされ，5
つの大学院で専門課程が確認された．それが 2002 年の調査（経済産業省 2002）では，
64 大学に増加し，2008 年の調査（経済産業省 2009）では，起業家教育の講座を設置し
ている大学は 247 校，専門コースも 55 校で設置されている．247 校という数字は，全
国の大学の 46％に相当することから，近年大学における起業家教育の急速な普及，拡
大の傾向が明らかである．  















   
 122 




















そ社会人基礎力 57に他ならないからである．  



































































「山形プロジェクト教育」，「山形起業教育」，「リーダーシップ教育」の 4 テーマ 28 講




                                                   
58 筆者は，2013 年 3 月より山形講座の運営チームに就任し，「山形起業教育」担当教員として，
「アントレプレナーシップ論」および「アントレプレナーシップ演習」を東北公益文科大学に
て開講するとともに，共同教育評価スキームの検討に参画している．  
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業家教育に関する OECD の調査（2013）でも，チャレンジ精神（sense of initiative）が
評価項目とされている．また，河野（2013）と関（2005）の研究では，起業家教育の
効果として自己確信力が重視されていた．そこで，本章では山形講座モデルに，チャ
レンジ精神と自信の 2 つを評価項目に追加して検討を試みる．  
 
 

















































ップ演習(I)」の教育内容は図図表 60 の通りである . 
 











                                                   
59 東北公益文科大学，日本政策金融公庫酒田支店，山形県庄内総合支庁の 3 者が連携して実施
している．  
























分析対象とするのは，2013 年 4 月 12 日から 8 月 2 日までに開講された「アントレプ
レナーシップ論(I)」と「アントレプレナーシップ演習(I)」で，前者の受講生 5 名（内，
東北公益文科大学 4 名，山形大学 1 名），後者の受講生 23 名（内，東北公益文科大学
22 名，山形大学 1 名）である．なお，受講生は 2～4 年生であり，大学 1 年生は含まれ
ていない．  
 
5-2 測定結果 ―学生による自己評価― 
 
 起業家的資質を表す社会人基礎力の自己評価の全体像は，図表 61 の通りである．「ア
ントレプレナーシップ論 (I)」の事例では，コミュニケーション力，課題解決力，リー
ダーシップのいずれも，開始時より終了時が改善しており，全員の総合点の平均は，5
点満点中 3.6 から 3.9 へと増加した．図表 62 は受講生毎の総合点の分布を示している
が，これを見ても 5 名中 4 名が，開始時よりも終了時で総合点が上がっていることが
わかる．  
 












































































































出所：筆者作成     出所：筆者作成 

































































表 67）も，それぞれで大きく増加していることが確認できた．  
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とても関心がある 割りと関心がある 多少関心がある あまり関心がない
全く関心がない















































の涵養には時間を要することを示す結果となった（図表 68）．  
 









































































  もっとも大切だと学んだ． 
 ・地域に根ざす活動と情熱，行動力を持った起業家と接し，自分自身にもその力が 
  芽生えた気がする． 
 ・起業家は都市部だけではなく，地方・中小都市でも求められていることを学んだ． 
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60 経済産業省では，情報サイト「起業家教育ひろば」を立ち上げ，外部講師活用促進プログラ
ムの申込受付や，実践校の指導事例集や教材，起業家教育実態調査結果等を発信している．  
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